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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　ライクアカデミー株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

ロ．たな卸資産

原材料及び貯蔵品　　　　　　主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）は定額法、それ以外につ

いては定率法によっております。

　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を適用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　８～22年

工具、器具及び備品　３～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内

における見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額

法によっております。
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ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　　③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を計上

しております。

　　④　退職給付に係る会計処理の方法

　　　イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間定額基準によっております。

　　　ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時における従業員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法により費用処理しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数（５年）による定額法により按分した額を発生時の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　翌連結会計年度から費用処理しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　金融機関からの借入金の一部について変動金利による

リスクを回避するため、金利スワップ取引を利用して

おります。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　  金利スワップの特例処理の要件を満たしているため､

有効性の評価を省略しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理

しております。

ロ．連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

に伴う「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平

成30年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他

の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 　3,129,773千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　普通株式　10,482,000株

  (2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　普通株式　　　　186株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

　該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）に関

する事項

　該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資

金調達については主に銀行等金融機関からの借入及び社債の発行により行っております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。また、長期貸付金、敷金及び保証金については、差入先の信用リスクに晒されており

ます。

　未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の期日のものであります。

  長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、ファイナンス・リース取引に係る

リース債務及び転換社債型新株予約権付社債は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調

達を目的としたものであり、支払期日は最長のもので決算日後22年であります。金利の変

動リスクに晒されているものもありますが、一部はデリバティブ取引（金利スワップ取引）

を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、借入金の支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利

スワップ取引であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　受取手形及び売掛金、長期貸付金、敷金及び保証金に係る信用リスクは、「債権管理規

程」及び「与信管理細則」等に沿ってリスク低減を図っております。

　借入金の使途は運転資金及び設備資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対

して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバテ

ィブ取引は「経理規程」及び「職務権限規程」に従い、実需の範囲で行うこととしており

ます。

　なお、当連結会計年度において、デリバティブ取引はありません。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 3,810,744　千円 3,810,744　千円 －　千円

(2) 受取手形及び売掛金 1,265,522 1,265,522 －

(3) 未 収 入 金 715,710 715,710 －

(4) 長 期 貸 付 金 784,890 820,188 35,297

(5) 敷 金 及 び 保 証 金 1,200,448 1,144,208 △56,239

　資産計 7,777,315 7,756,374 △20,941

(1) 未 払 金 992,723 992,723 －

(2) 短 期 借 入 金 1,650,000 1,650,000 －

(3)
長期借入金（１年内返済
予定の長期借入金含む）

5,106,850 5,133,497 26,647

(4) リ ー ス 債 務 ( ※ ) 697,029 803,610 106,581

(5)
転 換 社 債 型
新 株 予 約 権 付 社 債

1,000,000 989,708 △10,291

　負債計 9,446,603 9,569,539 122,936

デリバティブ取引 － － －

(※)流動負債「リース債務」と固定負債「リース債務」を合算しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）未収入金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（4）長期貸付金、（5）敷金及び保証金

　時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国

債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債

（1）未払金、（2）短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（3）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）、(4)リース債務

　長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借

入等を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利

息の固定化を実施しております。

（5）転換社債型新株予約権付社債

　転換社債型新株予約権付社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の

残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

デリバティブ

　期末残高がないため、該当事項はありません。

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 3,810,744 － － －

受取手形及び売掛金 1,265,522 － － －

未収入金 715,710 － － －

長期貸付金 42,924 167,080 208,478 366,406

敷金及び保証金 146,008 109,596 97,437 847,405

合計 5,980,910 276,677 305,915 1,213,812
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３．長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を除く）、リース債務（固定負債）及

び転換社債型新株予約権付社債（固定負債）の連結決算日後の返済予定額

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

長期借入金 1,005,508 979,273 898,122 650,141 518,901

リース債務 38,288 39,084 39,897 40,727 501,524

転換社債型

新株予約権付社債
－ － 1,000,000 － －

合計 1,043,796 1,018,357 1,938,019 690,868 1,020,425

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 606円14銭

(2) １株当たり当期純利益金額 190円24銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

８．その他の注記

 資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要

保育設備等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

　主に使用見込期間を取得から15年から25年と見積り、割引率は0.07％から2.05％を用いて

資産除去債務の金額を計算しております。

③当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 363,033千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 79,306

時の経過による調整額

資産除去債務の履行による減少額

4,033

△3,620

期末残高 442,752
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．関係会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

ロ．その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）は定額法、それ以外につ

いては定率法によっております。

　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を適用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　10～22年

車両運搬具　　　　　　　６年

工具、器具及び備品　３～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内

における見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額

法によっております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却によっております。
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(3) 引当金の計上基準

①　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき、当事業年度に見合う分を計上して

おります。

②　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度の末日までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を発生時の翌

事業年度から費用処理しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理して

おります。

②　連結納税制度の適用　　　　　　連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

に伴う「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平

成30年３月26日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資

産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記

　　(1)有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　60,751千円

　　(2)保証債務

　　　 他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

　　　 ライクアカデミー株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　64,181千円

－ 9 －



４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業収益

営業費用

2,411,223千円

292,053千円

営業外収益 89,113千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項

    　普通株式　　　 186株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 9,829千円

未払事業所税 187千円

賞与引当金 2,895千円

未払費用 357千円

退職給付引当金 809千円

繰延税金資産合計 14,080千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △41千円

繰延税金負債合計 △41千円

繰延税金資産の純額 14,038千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

 （1）親会社等及び法人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係
取 引
内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

親 会 社 ライク株式会社
被所有

直接　50.1％

経営指導

役員の兼任

社債の発行

業務の委託

業務委託料
（注）１

231,250

関係会社
未 払 金

33,001
経営指導料
（注）１

20,800

社員の出向料
（注）１

59,280

転換社債型新
株予約権付社
債の発行

－

転換社債型
新株予約権
付 社 債
（注）２

1,000,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．業務内容を勘案し当事者間の契約により決定しております。

２．転換社債型新株予約権付社債の金額は、公正性を期すため、独立した第三者算定機関

に価値評価を依頼し決定しております。また、金利は無利息としております。

 （2）子会社・関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係
取 引
内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
ライクアカデミー
株 式 会 社

所有
直接　100％

債務保証

被債務保証

経営指導

役員の兼任

資金の援助

子会社銀行借
入に対する債
務保証
（注）１

64,181 － －

当社銀行借入
に対する被債
務保証
（注）１

1,065,347 － －

業務委託料
（注）２

1,368,000

関係会社
未収入金

598,019

経営指導料
（注）２

1,026,703

連結納税によ
る個別帰属額

337,346

利息の受取
（注）３

89,113

資金の貸付
（注）３

4,070,000
関係会社
貸 付 金

8,726,107

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．銀行借入に対する債務保証については、期末残高を記載しております。なお、当該債

務保証に対する保証料の授受はありません。

２．業務内容を勘案し当事者間の契約により決定しております。

３．資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 231円73銭

(2) １株当たり当期純利益金額 62円18銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 12 －


